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　本書は，著者の博士論文をもとに書かれたものであり，

その目的は，ワルラス的調整プロセスで想定されている

架空的なオークショニアの機能を，実在する経済主体の

最適行動，とくに，不均衡状態での経済主体の合理的な

経済行動に着目して説明しようとするものである。これ

は，現在の不均衡理論での未解決の問題に，著者なりの

解答を与えようとする意欲的な著作である。

　本書は，過去になされた市揚調整様式に関する一連の

研究のサーベイからなる第1～4章と，著：者自身の見解

が示されている第5章から構成されている。第1章では，ρ

市揚機構と劣位滑面に関してのケインズ経済学の基本的

特色が述べられ，第2章では，ケインズ経済学の学説史

的展開が，貯蓄・投資の所得決定理論，IS－LM分析，

総需要・総供給分析の順に，簡潔に要約されている。第

3章では，ケインズ経済学のミクロ的基礎（1）として，

これまでの不均衡分析や非ワルラス経済学の諸学説が，

クラワーの再決定仮説，ソロー＝スティグリッツの短期

モデル，根岸の屈折需要曲線の理論，ハーンの推測的均

衡の理論などが要領よく手短にサーベイされていて，こ

れは第5章への導入部となっている。第4章では，ケイ

ンズの固定価格経済と対比される，マネタリストの伸縮

価格モデルが，自然失業率仮説やインフレーション理論

に関して平易に説明されている。本書で取り上げられた

問題への著者自身のモデルは第5章で述べられている。

そこでは，労働者と企業とのバーゲニングによる賃金率

の決定及び企業による生産物価格の決定が，市田の調整

メカニズムとして採用され，価格調整メカニズムが，こ

れらの経済主体の最適行動から内生的に説明されている。

また，労働・生産物の両市場で超過供給が発生している

経済での，失業を伴う均衡の存在及び労働者・企業のイ

ンセンティーブからみた均衡のcharacterizationがな

されている。
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　上記のような構成を持つ本書について，頁数の制約か

ら，著者のオリジナリティが最もよく示されている第5

章ケインズ経済学のミクロ的基礎（H）を中心にコメント

Vo1，35　No．3

してみたい。まず，不均衡過程を分析する話合，（i）取

引の形態，（ii）不均衡での経済主体の行動様式，（iii）市

場の調整メカニズム，（iv）均衡の概念などが重要なポイ

ントとなる。これらの観点から第5章で示されているモ

デルを考察してみる。

　第5章では，（a）労働の同質性，（b）オークシ目ニアの

存在及び再契約（recontract）の可能性が大前提として置

かれ，かつ「以下で採用する方法は（a），（b）を基礎とす

る，あくまでもワルラスのタトヌマンを擬したそれ，であ

り，ワルラスによって老慮されなかった利害の調整者と

してのオークショニアを仮定することにより，従来取扱

われてきた不均衡の調整プロセスにもう一度新たな肉付

けを与えることをその目的としている」（p．125）と述べら

れている。しかしながらモデルでは，明らかに不均衡価

格でも取引が生じるノンタトヌマンであり，かつ価格の

形成については，架空の存在たるオークシ。ニアに代り，

実在の経済主体によってなされている。つまり，価格が

invisible　handでなくvisible　handで動かされる，

FisherやDiamondのモデルと軌を一にするものであ

る。著者のワルラスのタトヌマンやオークショニアへの

過度の愛着が，かえってモデルを複雑にし，例えば，オ

ークシ。ニアは失業率πσ伽や∂｛πd／呵1∂ωの情報を伝

達する（p．137）という不自然な仮定をも必要とする。タ

トヌマンやオークショニアをモデルから追放した方が，

その枠組が一層明確になる。事実，第5章の命題はオー

クシ目ニアの存在には依存していない。

　次に，不均衡状態での経済主体の行動様式に関しては，

price　making　behaviorにその焦点が当てられる。著

者の主な関心は，労働及び生産物市場の双方で超過供給

が発生している，マランボーのいうK：eynesian　unem－

ploymentの領域に注がれている。そこでの賃金率の決

定は，労働者側がどれだけ賃金率を引下げるか，また，

生産物価格（＝物価水準）については，企業がどれだけ価

格を引下げるか，つまり，市場の10ng－side側のみに

価格引下げの競争圧力がかかると仮定されている。労働

者は，自己の予想物価水準プのもとで，自己の失業確率

をも考慮した期待効用が極大になるよう最適貨幣賃金率

ω＊ i＝交渉基準賃金率）及び労働供給量π♂（最適失業率）

を決定し，企業に提示する。企業は労働市場ではshort－

sideにいるから，賃金：率は低い方が利潤が増加するので，

この（ω＊，7Lσ＊）を受け入れ雇用契約を結ぶとされる。他

方企業は，この（ω＊，7Ld＊）を所与として，自己の利潤が極

大になるよう最適物価水準p＊及び必要労働者数喝を

決定する。つまり，変数の因果関係として，グ→（が，
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π♂）→（P＊，苑¢）となり，このp＊に基づき，労働者は次

期のp8を形成して，．次期の変数が決定される。（ここで

は，このような調整プロセスの現実的妥当性は問わない

ことにする。）このように，経済主体が自己の目的関数の

極大化から価格を決定するから，当然ながら価格が市場

の需給を調整するという機能は持たない。従って，均衡

でも市場の需給は一致しているとは限らない。

　さて，著者は均衡を総需要曲線D1）と総供給曲線8S

の交点に求めている（p．160）。DD曲線は生産物・貨幣

壁塗を均衡させる（p，ηd）の組合せを示し，SS曲線は企

業の利潤極大を保証する（p，ηd）の組合せである。しか

しながら，前述の変数の因果関係から，が＝が（p8），

π♂＝ηd＊（Pθ），〆；P＊（プ）であるから，160ページ5－8

図の（b）（c）のケースでは1あるプの値に対してDD及

び88曲線が描かれる。p＊＋pθの揚合，静学予想の仮’

定（p．158）から，次期には〆と異なる価格が予想される。

従って次期のDD・8S曲線は前期のそれとは同一でない。

（b）図でpがEからFへ88曲線上を動くとするのは

誤りである。（c）図についても同様。

　前述のような経済主体のprice　making　behaviorか

ら，労働者・企業にとってもはや賃金率や価格を変更す

る誘因の存在しない揚合がインセンティーブ均衡と定義

され，る。1くeynesian　unemploymentの領域での労働者

の賃金率切下げのインセンティーブの分析は第3節で，

企業の生産物価格引下げのインセンティーブは第4節

（iv）でそれぞれなされている。そして最も重要な，失業

を含むイジセンティーブ均衡の存在が，同じく第4節

σv）で検討されている。この均衡の存在証明では，まず

重要なのが，企業にとって価格変更の誘因が存在しない

ことを示すことである。これについて，著者は，雇用契

約の仮定から，企業は労働者が要求するげでπ♂人雇

用するので，この支出がπ♂は企業にとって固定的に

なり，従って，企業は収入のみを極大化すればよいと主

張している。この場合「個々の企業あ価格引下げの誘因

は，確かに需要曲線の形状に依存しているが，しかし

「すべての企業の同様な行動はその利益を消滅させる」

（p，174）「ミクロレベルで発生する代替効果が，経済に

おけるすべての企業の価格引下げという行動により，マ

クロ的にはその効果を失う」（pp・174－5）と主張されるが，

その理由は理解し難い。つまり，上記の主張の背後には，

社会全体の総需要額が一定であるという想定がある。し

かし，この領域では，生産物市場に於ては，需要者は

short－sideにあるから，個々の企業の価格引下げが利潤

を増加させるならば，資本家の所得も増加し，その，所
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得効果によって生産物需要は増加するはずである。この，

企業にとって価格引下げの誘因が存在しないという命題

は，もっと厳密に証明されるべきである。これと同様に，

労働者の任意の交渉基準賃金率ががのまま固定化され

るという命題の証明も説得的でない。著者のいうインセ

ンティーブ均衡の存在は，例えば，次のように老えられ

る。まず労働者のp8に基づき，が（p6），η♂（p8）が決め

られ，これに従い雇用契約が結ばれる。企業は，生産市

場ではshort－sideにあるから，9（プ）（＜〃＊＝／（πd＊））の

需要が取引量として実現する。よって企業は，数量シグ

ナル訳プ）とか（p8）を所与として，利潤極大行動から

p＝p（プ）及び必要労働量：毎（pθ）を決定する。従って，

p8＝p（p8）かつ毎（pε）≦π♂（pりを満す不動点が，著者

のいうインセンティーブ均衡となろう。

　均衡証明に関する著：者の主張はanalyticになされて

いず，多分に仮定や著：者がプロージブルと想定するもの

の上にdescriptiveに構築されている（PP・173－6）。こ

の点，ケインズ的失業均衡の存在を，新古典派やマネタ

リストの経済理論，「固定価格の方法と割当て（ration－

ing）制度をその軸とする，いわゆる不均衡分析」（P・

177），これらいずれとも異なった分析方法たるインセン

ティーブの観点から，示そうとした著者の当初の目的か

らみると，画竜点購を欠いているといわざるを得ない。
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　著者の主張するインセンティーブ均衡や経済主体の

price　making　behaviorなど，現在の経済理論にとっ

て未開拓の分野を切り開こうとする著者の意欲は，本書

からはっきりと窺える。しかしながら，著者が，このよう

な問題を，ケインズ経済学，マネタリス．トの理論不均

衡分析，労働市場の分析などとの関連で，把握すること

に意を用いすぎたため，かえって著者の分析の主眼点を

あいまいにしているきらいがある。この点，例えば，第

4章のマネタリストのインフレーション・モデルの代り

に，インセンティーブと絡めた経済主体の不均衡過程で

のprice　making　behaviorや，インセンティープ均衡

の概念規定，つまり，そのパレート効率性や市場均衡と

の関係などを；より深く分析されていた方が，第5章で

の著者独自のモデルがより一層明確に印象付けられたと

思われる。

　最後に，本書が，上記の問題に関して更に進んだ研究

へのインセンティーブを，著者に与えたと確信し，次作

を期待したい。’　　　　　　　　　　　〔辻　正次〕


